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はじめに   

我が国は、他の国に例を見ない急速な人口の高齢化が進み、平成27年  

（2025年）には、65歳以上の高齢者数が3干3百万人に達すると予  
測されている。また、近年の疾病構造をみると、糖尿病や虚血性心疾患な  

どの生活習慣病の増加が著しく、特に働き盛り層において生活習慣病の発  

症率が高いことから、生活習慣病対策が喫緊の課題となっている。   

これらのことから、国民一人ひとりが自らの健康を保持・増進し、生活  

の質を向上することで、「明るく活力ある社会」をつくるため、平成－17  

年度から10年間にわたり、健康フロンティア戦略を展開し、働き盛りの  

健康安心プランに基づき、地域と職域を通じた保健事業を展開していると  

ころである。   

明るく活力ある社会をつくるためには、国民の主体的な健康づ＜りへの  

取組と、地域・職域ぐるみで国民一人ひとりが生活習慣の改善等に取組こ  

とができる環境づくり、及びそれらを支援するための保健事業による生涯  

を通じた継続的な健康づくり体制が重要である。   

このことから、地域保健と職域保健の連携事業を推進し企画・調整する  

ための地域・職域連携推進協議会を全都道府県・指定都市に設置し、地域・  

職域連携推進事業の実施を全国的な取組として推進しているところであ  

る。同協議会の設置・運営及び、連携事業の実施・評価等に当たっては、  

平成17年3月にとりまとめた地域・職域連携推進事業ガイドラインが活  

用されているが、より円滑な連携事業の実施・推進を図ることを目的に、  
平成17年度に「地域・職域連携支援検討会」を開催し、検討会構成員に  

よる現地へ出向いた支援を実施したところである。   

昨年12月に政府・与党により取りまとめられた「医療制度改革大綱」  

においても、生活習慣病予防を重視した対策をより一層推進することとさ  

れ、健康増進計画を見直し、充実すべき旨が示されたことから、地域・職  

域連携推進協議会はこれら施策において果たすべき機能を併せ持つ機関  

として、その・役割は更に重要となる。   

今後、同協議会の設置・運営をスタートさせ、「地域・職域連携推進事  

業」に取り組む多くの自治体において、健康寿命の延伸と生活の質の向上  

を実現するため、より効果的に連携事業が展開されることに、本報告吾が  

その一助となることを期待したい。  
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Ⅰ 地域・職域連携支援検討会の活動状況   

1 地域・職域連携支援検討会設置の経緯   

平成12年4月に策定された「健康日本21」の推進のために、地域  
保健と職域保健が一体的に取り組む体制づくりの重要性が掲げられ、平  
成13年度の医療制度改革の議論過程において、健康づくりの法的基盤  
整備の必要性が提示され、平成14年に健康増進法が制定された。   

それらと平行して、厚生労働省では、地域保健と職域保健の連携を進  
める具体的な検討を進め、平成14年3月には、健康教育等の保健事業   
を地域と職域で連携するモデル事業が提示された。この保健事業の連携   
モデル事業は、平成14年度と15年度の2年間に「地域・職域連携共  
同モデル事業」として11か所の道府県で実施され、次のような成果が   

得られた。   

①これまで地域保健と職域保健で独自に行われてきた保健事業を連携  

して行うことで、それぞれの専門性や役割を活かした総合的なサー  

ビスが提供できる   

②地土或における職域の実態と課題が明確になり、各自治体の健康増進  
計画の進行管理としても活用できる   

③職域を含め、住民全体の健康意識が高まることにより、健診や事後  
指導を積極的に受ける人が増え、地域の活性化につながる   

等である。  

これらの成果を基に地域保健と職域保健の連携を全国的に普及する   

ため、平成17年3月に地域・職域連携推進事業ガイドラインが作成さ   
れ、長年の課題であった地域保健及び職域保健の連携のための具体的な   

方策が示された。   

平成17年度から、各都道府県・指定都市において都道府県及び二堺   
医療圏を単位とした「地域・職域連携推進協議会」を開催し、地域保健   
と職域保健で保健事業の共同実施や社会資源の有効活用を図るなど「地   

域・職域連携推進事業」の実施が推進されている。本事業の実施に当た   
っては、前述の地域・職域連携推進事業ガイドラインが活用されている   
が、より円滑な地域・職域連携事業の実施のため、「地域・職域連携支援   
検討会」を開催し、検討会構成員による各都道府県等へ出向いての現地   

支援を実施したところである。  

本検討会は平成18年3月までに合計3回開催され、検討会構成員に   
ょる各都道府県等への現地支援は14か所に実施された。  
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2 地域・職域連携支援検討会の目的   

「地域・職域連携支援検討会」は、平成17年度に実施される都道府  

県及び二次医療圏を単位とした「地域・職域連携推進事業」の円滑な実  

施を図り、それぞれの地域特性を考慮した地域保健と職域保健の連携を  

より実効性のあるものとして進めていくことを支援するために開催さ  

れた検討会である。   

本検討会の事業内容は、次の4点である。  

① 都道府県等における「地域・職域連携推進協議会」の設置及び運  

営を支援するための要点の作成  

② 検討会構成員による各都道府県等の現状に応じた助亭等の支援   

③ 各都道府県等の「地域・職域連携推進協議会」の設置及び運営に  

関する事例の集約   

④ 支援結果を受けてガイドラインの修正・改訂を含めた検討  

3 地域・職域連携支援検討会構成員の派遣状況  

（1）地域・職域連携支援検討会構成員の派遣について  

平成17年度に地域・職域連携推進協議会（都道府県協議会、二   

次医療圏協議会）を設置し、連携事業を実施している都道府県・指   

定都市に対し、検討会構成員を各2名派遣した。検討会構成員は、   

都道府県協議会もしくは二次医療圏協議会に出席し、円滑な地域・   

職域連携推進事業の実施に向けて、平成17年11月から平成18年   

3月までに合計14か所の協議会への支援を実施した。  

（2）平成17年度の連携事業実施自治体と構成員の派遣結果  

平成17年度に都道府県協議会を設置し、検討会構成員が支援   

を行った都道府県は 3か所（表1参照）、二次医療圏協議会を設   

置し、検討会構成員が支援を行った圏域は10か所（表2参照）、   

指定都市は1か所（表3参照）であった。そのうち、協議会立ら   

上げのための連結会への参加が1か所、ワーキンググループヘの   

参加が1か所、連携事業であるフォーラムヘの参加が1か所あっ   

た。  

各協議会において検討会構成員は、ファシリテ一夕ーとしての   

役割を担い、それぞれの地域の実情に合わせた地域保健及び職域   

保健の連携事業の円滑な推進のために、助言等の支援を行った。   

また、必要時、電話やメール等による支援も実施している。  
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